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要 約 
 
本論文は、教育委員会制度の骨格を形成する教育委員会と教育長の関係を、他の合議
制組織との比較の下に、法学的に考察するものである。このような方法を採るのは、既
存の教育行政学、教育法学が教育委員会組織内部の権限関係に関する詳細な法的考察を
欠落させてきたためである。 
教育委員会制度は、1948年の教育委員会法（旧法）によって成立し、1956年の「地
方教育行政の組織及び運営に関する法律」（新法、以下、地教行法）への改編を経て、
現在まで存続してきた。しかし、1956 年の地教行法の制定によって、教育委員の公選
制が首長による任命制になり、1980 年代前後からは、教育委員会の運営形態が「教育
長支配型」「事務局主導」となっていると批判されるようになった。こうした教育委員
会の「形骸化」問題に対処するため、政策レベルでは、教育委員の属性の多様化や研修
の実施、教育委員会会議の公開促進、評価制度の導入などが講じられてきた。しかしな
がら、近年のいじめや体罰をめぐる事件発生後の対応は、民主的統制を担うべき教育委
員会が依然としてそれを果たしえていないことを露呈する結果となった。これを契機に
教育委員会の在り方は、その存廃を含め再び制度設計レベルでの改革課題に浮上した。 
教育委員会制度の主たる問題点として指摘されてきたのが、権限と責任の所在が不明
確であるという点である。教育委員会制度は、合議体の委員会を教育行政のトップとし
ているが、構成員である教育委員は非常勤であり、実際には教育委員を兼任する常勤の
教育長が事務局を統轄し、事務執行の中心となってきた。このため、教育委員会と教育
長の関係が不明確であると考えられやすい。2007 年の地教行法の改正は、教育委員会
の責任体制の明確化を目的の第一に据えて行われたが、2013 年の教育再生実行会議で
も、地方教育行政の問題に、依然として①権限と責任の所在が不明確である、②地域住
民の意向を十分に反映していない、③教育委員会の審議等が形骸化している、④迅速
性・機動性に欠ける、という 4点が挙げられた。 
こうした批判に対し、従来の教育委員会研究は、教育委員の人選論を中心に論じる傾
向にあり、十分な議論を提供しえているとはいいがたい。教育委員の人選論が対処し得
るのは、上記 4つの問題のうち、②地域住民の意向の反映、③審議の形骸化の問題であ
り、合議制組織に付随する①権限と責任の所在、④迅速性・機動性の問題を議論の射程
に取り込んでいないからである。このうち④迅速性・機動性の問題は、緊急時の運用に
よって対応可能であり、これが問題とされること自体、結局は、教育委員会という合議
制組織の①権限と責任の在り方が問われていることを意味する。つまり、現行教育委員
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会制度の問題は、まずもって教育委員会と教育長の権限と責任の問題として論じる必要
がある。 
教育委員会と教育長の権限と責任の問題を考えるにあたり、考察の起点となるのが、
両者の権限関係を規定した法文である。両者の権限関係については、地教行法 17条 1
項で、次のように規定されてきた。すなわち、「教育長は、教育委員会の指揮監督の下
に、教育委員会の権限に属するすべての事務をつかさどる」として、教育委員会と教育
長が指揮監督の主体と客体の関係にあることを法定してきた。指揮監督とは、上級機関
が下級機関に行使する強力な権限の総称であり、この条文は、文理に即して解釈すれば、
教育委員会が教育長に対して指揮並びに監督に関する種々の強力な権限を行使できる
ことを法定しているように読める。しかしながら、同条の規定する指揮監督権の内容は、
文部省（現在、文部科学省）の法解釈の中で制限されてきたため、法文と法解釈の間に
齟齬が存在してきた。この点について既存研究は、教育委員会組織内部の権限関係より
も、文部省と教育委員会、首長と教育委員会といった組織間関係に関心を偏らせてきた。
また行政実務上も教育委員会が教育長に対して指揮監督権を行使してきたとはいいが
たい。このように、本来、教育委員会の最も重要な権限である指揮監督権は、学術的に
も行政実務上もその意義が等閑視され、実質的に空文化してきたのである。 
そこで本論文は、教育委員会の指揮監督権とはいかなる権限であるかを明らかにする
ために、他の類似組織との比較を行うという研究方法を採用した。比較対象は、日本の
教育委員会と構造的類似性を有する合議制組織である①アメリカの教育委員会、②日本
の行政委員会、③日本の企業の取締役会、という 3つを選択した。この 3つを選択した
理由は、①アメリカの教育委員会が、日本の教育委員会の制度モデルとなった点で、②
日本の行政委員会は、現行法上、教育委員会と同じ合議制執行機関という制度的位置づ
けにある点で、③企業の取締役会は、戦後、同じくアメリカからボード（board）制と
して移入された点から選択したものである。本論文が類似組織との比較という方法を採
用した理由は 2つある。第 1の理由として、ある組織の特徴は、類似組織との比較を通
じて初めて識別可能になるという、比較の手法の一般的な利点によるものである。しか
し、第 2のより重要な理由は、教育委員会制度をアメリカから移入するにあたっては、
日本の行政法体系、とりわけ類似制度の影響を受けてきたと考えられるためである。既
存の法律とのバランスが重視される立法化に際しては、教育委員会と同じ制度的位置づ
けを有する②他の行政委員会が参照物となっていたと推測できるのである。こうした影
響を考察するためにも比較という手法が不可欠となる。 
本論文の分析枠組みを図示したものが、次の図である。教育委員会は、戦後 GHQの 
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図 分析枠組み―教育委員会の制度設計への影響 
出所：筆者作成。 
 
主導によって移入された新規の組織であった。その特徴は、合議体の委員会が一般の行
政組織から独立して権限を行使する点にある。そして、その移入にあたっては、日本の
行政組織法体系にこれをいかに組み込むかという制度設計上の問題に直面することに
なった。その際に参照物となったと考えられるのが、既存の類似組織である。 
教育委員会の組織内部の構造についてみれば、類似組織を参照した場合、その制度設
計には 2つの選択肢があったと考えられる。1つは、独任制組織に適用される指揮監督
権をそのまま合議制組織に適用する方法であり、もう 1つは、独任制組織とは異なる権
限関係を適用する方法である。現行では、選挙管理委員会や人事委員会、農業委員会を
はじめ多くの行政委員会が、前者の指揮監督型の組織構造を採用している。これに対し、
後者の、指揮監督型とは異なる独自の権限関係を設定する非指揮監督型としては、人事
院と公安委員会がある。人事院ではこれを「一般的監督」関係とし、公安委員会では「管
理」関係としている。いずれも大綱的に監督することを意味するものであり、これらの
行政委員会は、下級機関に対し強力な指揮監督権をもたないことになる。 
一方、教育委員会と教育長の関係は、上述したように地教行法 17条 1項により前者
に指揮監督権を付与してきた。しかし、教育委員会は法文上は指揮監督型でありながら、
法解釈によってこれが制限されるという特殊な指揮監督型を採用してきた。では、教育
委員会の指揮監督権に関して行われてきた現行の法解釈は、他の行政委員会の指揮監督
権および非指揮監督型の行政委員会の「一般的監督」や「管理」と比べた時、いかなる
特徴を有するのか。教育委員会の指揮監督権については、それを類似組織の権限と比較
することでその内容を明確にすることが可能となる。 
本論文では、教育委員会の指揮監督権とはいかなる権限かを明らかにするため、その
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成立と変遷過程について、具体的に次の 3つの問いを設定して考察を行った。第 1に、
なぜ教育委員会には指揮監督権が付与されたのか。第 2に、教育委員会の指揮監督権は
いかに運用されてきたか。第 3に、指揮監督権の実効性を確保する手段は何かである。 
第 1の問いである教育委員会への指揮監督権の付与の背景については、法文の立法経
緯とその後の沿革を考察した（第 1、2 章）。第 1 章では、教育委員会の指揮監督権の
成立過程を、教育委員会と他の行政委員会との構造的類似性に着目して考察した。そこ
から明らかになったのは、教育委員会の執行機関化と指揮監督権の付与が、他の行政委
員会への外形的同型化であった点である。初期の教育委員会制度構想は、教育委員会を
議決機関、教育長を執行機関としていた。これは、アメリカの教育委員会と教育長の役
割分担に対する当時の理解を反映したものであったが、アメリカの教育委員会が本来的
には州議会から行政上の権限（準立法的権限を含む）を付与されたエージェンシー（行
政庁）であることを十分に理解していないことによるものであった。すなわち、教育委
員会の「議決機関」化は、教育委員会の行政庁としての性格を否定し、議決機関である
議会の権限を教育委員会が侵食することを意味するものであった。このため、この構想
は地方自治法との接合の問題によって頓挫し、教育委員会は他の行政委員会と平仄をそ
ろえる形で合議制の執行機関となり、教育委員会と教育長の関係は指揮監督関係となっ
た。現在は非指揮監督型である人事院や国家公安委員会も戦後初期の立法化に際しては
事務局長（長官）との関係が指揮監督関係に置かれた。 
アメリカでも州レベルでは教育委員会は執行機関として一般行政機構の中に組み込
まれている。しかし、アメリカの執行機関と異なり、日本の行政委員会制度は歴史も浅
く、個々の組織は日本への移入に際してその多様性を縮減された。その結果、執行機関
となった教育委員会が教育行政上の執行権を包括的に付与される一方で、補助機関とな
った教育長はその固有の執行権を喪失した。これは日本的な修正であり、この点が近時
の教育委員会制度批判として指摘される教育委員会と教育長の権限と責任の所在の不
明確性を作り出すものであったといえる。 
 第 2章では、法文のその後の沿革として、文部省が、教育委員会の指揮監督権を一般
的監督権に弱めようとした 1949年の教育委員会法一部改正法案について考察を加えた。
この時期には、同じく立法化にあたって指揮監督関係におかれた人事院、国家公安委員
会でも法改正による指揮監督関係からの異型化を図っており、教育委員会の法改正も人
事院の改正にならって行われようとしたものである。3つの行政委員会において指揮監
督権の修正はいずれもその弱化を指向した点で共通する。すなわち、人事院総裁と事務
総長の関係は GHQフーバーの原案に戻して「一般的監督」に、国家公安委員会と警察
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庁長官（旧警察法：国家地方警察本部長官）の関係は、1954 年の法改正により都道府
県公安委員会と同様の「管理」に修正された。文部省も、人事院の法改正にならって、
教育委員会の指揮監督権を「一般的監督」に修正する法案を 1949年に提出した。しか
し法案は国会議員の反対に遭って廃案となり、翌年、「指揮監督」に戻して再提出され、
成立した。人事院・国家公安委員会で指揮監督権を弱化する法改正が成功したのに対し、
教育委員会では失敗に終わった。しかし、法改正には失敗した文部省は、1952年以降、
法解釈を通じて指揮監督権の「一般的監督」化を図ってきた。この戦略は、教育委員会
の教育長に対する指揮監督権が重視されなくなった状況を考えれば、一定の成功をおさ
めたといえる。ただし法解釈を変更しても条文自体を変更しない限り限界がある。文部
省の法解釈は、主に文部省職員名義の逐条解説書のなかで行われており、それ自体は法
的拘束力を有するものではないからである。そのため地教行法の立案過程でも再び指揮
監督権の一般的監督化が検討された。しかし、その際も法制化はなされず、教育委員会
が有する指揮監督権は法文と法解釈の間に齟齬を孕んできたのである。教育委員会の指
揮監督権について法文と法解釈の間に齟齬が生じた契機が、この法改正の失敗にあった
ことを示した。 
 第 2の問いである教育委員会の指揮監督権の運用過程については、事務執行形態の考
察と判例分析を行った（第 3、4 章）。第 3 章では、教育委員会の事務執行形態として
事務委任と指揮監督権の関係について考察した。それにより、まず教育委員会で一般に
採用されている教育長への包括的な委任方式が、他の行政委員会では稀であることを明
らかにした。また、委任した事務に対する指揮監督権の行使の可否についても、他の行
政委員会ではこれを認めているが、教育委員会では、教育長に委任した事務については、
教育委員会の権限に属する事務ではなくなることから、地教行法 17 条 1 項（「教育長
は、教育委員会の指揮監督の下に、教育委員会の権限に属するすべての事務をつかさど
る」）の反対解釈が適用され、指揮監督権が制限されると解釈されてきたことを明らか
にした。このように教育委員会と教育長の指揮監督関係は、その運用過程で、前者から
後者への包括的な事務の委任と、指揮監督権の制限が行われ、特殊な＜執行機関－補助
機関＞関係をつくりだしてきたことを指摘した。 
 事務委任を通じて教育委員会の指揮監督権が制限されてきたなかで、第 4章では、教
育委員会の指揮監督責任がいかに追及されるかを学説と判例を通じて考察するもので
ある。その結果、地教行法 17条 1項は、教育委員会の指揮監督責任を問うよりも、教
育委員会の権限に属するすべての事務をつかさどる立場にある教育長の事務執行の正
当性を確認する根拠規定として用いられてきたこと、違法な行政処分や教育関連事故に
8 
 
関して教育委員会の組織的過失を問う事例が多数存在する一方で、教育委員会の教育長
に対する指揮監督責任を追及する事例が少ないことを明らかにした。このことは、企業
の取締役会と比較したとき、取締役には代表取締役等に対する監督責任が包括的に問わ
れることとなっている制度設計と対照的であることを示した。 
第 3の問いである指揮監督権の実効性を確保する手段としては、通常は、上級機関が
有する下級機関の任免権が重視される。しかし、現行の教育委員会制度の場合、教育長
が教育委員を兼任しているために実質的な任命は教育委員を任命する首長が行ってお
り、指揮監督の手段としての影響力は減じられる。そこで本論文は、それに代わる手段
として、近年の教育委員会の評価制度に着目した（第 5、6章）。第 5章では、2007年
の地教行法改正によって教育委員会に点検・評価制度が導入された過程を考察し、当初、
教育委員会への評価制度の導入が、教育委員会の指揮監督の強化を企図したものであっ
たこと、しかしその後「点検・評価」に修正される過程で、議会や住民に対する教育委
員会組織全体の説明責任が強調され、指揮監督の強化という目的が後退したことを明ら
かにした。 
第 6章では、教育委員会の評価制度について東京都中野区を対象に事例研究を行った。
点検・評価を実施していた東京都の他の区では、取組み状況を評価表に明記していたが、
依然として活動指標が中心であったのに対し、中野区は、費用と成果指標にもとづいて
評価が行われていた。ただし、同区の評価が首長部局主導で行われていたことから、評
価過程での教育委員会のリーダーシップには課題がみられ、評価による教育委員会の指
揮監督の強化には至っていないことを明らかにした。 
 以上の分析をふまえて、教育委員会と教育長の権限関係が、法文上は指揮監督関係を
維持しながらも、運用によってその内容が制限され、指揮監督権の実効性を確保する手
段の点でも限界を有していることを明らかにした。そのうえで、終章ではこうした教育
委員会制度の特殊性を他の合議制組織との比較の下にあらためて整理・総括し、近年の
教育委員会制度の改革論議を指揮監督権の観点から論じて、本論文の含意と今後の課題
を示した。 
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